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3.7.40 DF/R に対する MOR コメントの内容及び再提出にかかわる調整業務（10 月 10 日-17 日） 

2007 年 10 月 10 日に受領した MOR コメントは、コメント記載内容を額面どおり解釈する

と、焦点となっている重要な点に関して JICA 調査の提案を十分斟酌していないものであ

った。西回廊の電化・非電化問題については IT/R2 以降の進展が全く無く、また環境社会

配慮については JICA 調査で環境社会配慮調査を実施した目的・意義すら取り違えたコメ

ントとなっていた。 

この回答内容に対して日本側は、2007 年 10 月中旬に予定されていた JBIC の詳細 F/F 協

議が無期限に延期されるという事態になった。 

統合マネジメントは、11 日に Pillai 氏と緊急会議を持ち、内容に関して確認を行った。こ

の会議において MOR 側はコメント作成にあたって十分な時間がなかったために、不適切

な表現のコメントになった非を認め早々に修正コメントを作成し再提出ことになった。本

件については重要な判断を要するので、Pillai 部長/調査団との主要なやり取りを記してお

く。 

i) 環境社会配慮（R&R Policy)/No.11 に関して 

調査団： 「JICA の環境社会配慮調査に対して"only for the purpose of information"
とあるが、これは文字通りの意味か？」 

Pillai 部長： 「これは完全な見落とし。修正したはずと思っていたが時間がなく見落とし

ていた。昨日はコメントが上がってきたのが朝 10 時で、その後とりまとめをし

たが、国会の説明書作成もあったり、ドイツ使節団の対応があったりで・・・。

環境社会配慮調査の重要性は重々承知している・・・。この一文は削除しな

ければならない。」（しどろもどろ状態） 
調査団： 「このコメントを読んで日本側は MOR 側が環境社会配慮の重要性をまった

く認識していなかったと理解し、非常に Upset している。」 
Pillai 部長： 「日本側（の心象）にダメージを与えてしまった。どう対応すべきか？総裁に

はくれぐれも日本側を Upset させるようなコメントは控えるように申し渡されて

いる。」 
調査団： 「第 6 回 SC の MM を Refer して”基本的に JICA 調査の提案に従う”との

内容で修正コメント至急出す以外にない。」 
Pillai 部長： 「了解した。」 

 

上記のような経緯で環境社会配慮に関するコメントは全面的に修正されることになり、ま

た 修正コメントの内容については事前に調査団が目を通すことになった。 

ii) Additional Cost・・・/No.12 に関して 

調査団： 「このコメントの意図するところがわからない。電気機関車調達は  DFC 
Project スコープ外であり、DFC では機関車調達を行わないという意味か？

JICA 調査で提案している 新の信号やき電システムは採用しないという意

味か？」 
Pillai 氏： 「そのような意図はまったく無い。このコメントは単にインド側の事業費積算

と JICA 調査での事業費積算の差異について解説しただけ。インド側で考

慮されていなかった要素が JICA 調査の積算では加わっているので、それ

を特定するとともに、そうした付加的要素を除外すると、両者の事業費積算

に大きな差は無い、ということをいっている」 
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上記説明とコメントから判断すると、今回の MOR コメント表は以前に MOR が省内説明

用に独自作成した内部資料（JICA 調査と PETS との差異を解説したもの）をベースに作

成したものであると推測された。ベースとなっているのは IT/R2 の段階において作成した

内部資料と推測され、それに手を加えて今回のコメント表になった可能性があり（Pillai

氏は否定したが）、内部説明用の記述が十分に修正されずにコメントとして出てきたため、

No.12 のコメントのように意図不明なコメントがいくつか含まれていた可能性が大きい

ことが判明した。  

以下のコメントもこれと同じ背景が考えられた。 

iii) 踏切の自動化による改良/ No.6   

iv) ROB のプロジェクトからの除外/ No.13  

上記コメントに対する Pillai 部長の説明は以下の通りであった。 

 

Pillai 部長： 「DFC に整備に伴い踏切を全廃するのが MOR の方針であることを Remind
しただけ。DFCCIL も踏切の全面的 ROB 化は不可能といっており、基本的

に JICA 調査団とその点の認識は同じ。ROB 化されずに残存する踏み切り

の改良方法については継続協議としたい。JICA 調査団の提案するシステ

ムはインドのバンダリズムに対して適合するか疑問。踏み切りの ROB 化は

JICA 調査の提案どおりインド側資金で実施することで問題ない」 
「このようなことをコメントに十分反映する時間的余裕がなかった」 

 

v) 西回廊の 2 段積みコンテナ（DSC)輸送 / No.2  

調査団： 「Flat Type の安定性が技術的に十分立証できれば調査団もこの案を支持

できる。RDSO の検討結果、試験結果がコメントと一緒に調査団側に提供さ

れるはずであったが？」 
Pillai 部長： 「RDSO は 近試験場での実験も含めて Flat DSC の検証を行っており、そ

のレポートは現在 RDSO 内で決裁を受けている。いつ調査団側に提供でき

るかは来週月曜日までに返答する」 
 

vi) No.3 西回廊の機関車牽引システム 

調査団： 「電化＋DSC のシステム採用は実証試験の後で採用検討となっているが、

実証試験を具体的に実施する計画はあるか？」 
Pillai 部長: 「電化が経済的にも環境面でも有利であるのは MOR（総裁ともいっていま

した）も理解している。ただし Flat DSC を前提にすれば世界で前例の無い

高さに電車線が張られることになるので、実証試験なしに意思決定はでき

ないことを理解してほしい。試験実施はまだ具体的に決まっていないが、20
－30km の試験線を設けて実施する予定」 

 

統合マネジメント G は 2007 年 10 月 15 日に Verma 顧問と修正コメントの内容に関して協

議を行い、問題となっているコメントについて修正案を提示し、MOR 側の基本的了解を

得た。修正コメントも Railway Board の決裁（Member Traffic および総裁）が必要であり、

修正コメントの 終化を MOR 側に託し、その提出を待った。 
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修正コメントは 2007 年 10 月 17 日の夜に調査団側に再提出された。 
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統合マネジメントの判断としては、同コメント調査団側で受領したままで F/R の手交式を

行うのはインド側に有利な状況を与える可能性があると考え、修正コメント受領した翌日

18 日（手交式の前日）に MOR 側コメントに対する調査団の見解書を MOR に公式に提出

した（次頁）。 

 



インド国 
幹線貨物鉄道輸送力強化計画調査（統合マネジメント） 終報告書（本編） 

 
184 



インド国 
幹線貨物鉄道輸送力強化計画調査（統合マネジメント） 終報告書（本編） 

 
185 

 
 

 



インド国 
幹線貨物鉄道輸送力強化計画調査（統合マネジメント） 終報告書（本編） 

 
186 

 
 

 



インド国 
幹線貨物鉄道輸送力強化計画調査（統合マネジメント） 終報告書（本編） 

 
187 

 

 



インド国 
幹線貨物鉄道輸送力強化計画調査（統合マネジメント） 終報告書（本編） 

 
188 

 

 
 


	3. 調査実施にかかる主な調整ならびに指示･伝達結果
	3.7 その他調整事項
	3.7.40 DF/Rに対するMORコメントの内容及び再提出にかかわる調整業務（10月10日-17日）





